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略年譜 

阿部 治 

学 歴 

1979 年 3 月 東京農工大学農学部環境保護学科卒業 

同年  ４月 筑波大学大学院環境科学研究科環境科学専攻入学 

1982 年 3 月 同 修了（学術修士） 

職 歴 

1982 年 4 月 国立特殊教育総合研究所視覚障害教育研究部 文部教官研究員（～同年 9 月） 

同年 10 月 筑波大学研究協力部研究協力課（学術情報処理センター）文部技官（～1986 年 7 月） 

1983 年 6 月 国立公害研究所（現 国立環境研究所）客員研究員（～2001 年 3 月） 

1986 年 8 月 筑波大学人間学類（心身障障害学系）講師 

1987 年 4 月 筑波大学大学院環境科学研究科 担当 

1988 年 6 月 埼玉大学教育学部（付属教育実践研究指導センター） 助教授 

1990 年 4 月 国立特殊教育総合研究所 客員研究員（～1991 年 3 月） 

同年  4 月 埼玉大学大学院教育学研究科 担当 

1996 年 5 月 Griffith University, Fuculty of Environmental Science, Visiting 

Resercher（～同年 8 月） 

1997 年 4 月 財団法人国際マングローブ生態系協会 客員研究員（～1998 年 3 月） 

1998 年 4 月 財団法人地球環境戦略研究機関（IGES） 

客員研究員（環境教育プロジェクトリーダー）（～2004 年 3 月） 

1999 年 4 月 埼玉大学教育学部総合（教育臨床）学科 助教授 

2002 年 4 月 立教大学社会学部現代文化学科教授（～2021 年 3 月）、同大学院異文化コミュニケー

ション研究科教授博士前期課程担当（～2016 年 3 月） 

2004 年 4 月 立教大学大学院異文化コミュニケーション研究科博士後期課程担当（～2016 年 3 月） 

2007 年 4 月 （株）学習研究社学研教育総合研究所 客員研究員（～2008 年 3 月） 

2009 年 4 月 国立国会図書館 客員調査員（～2010 年 3 月） 

2011 年 4 月 千葉大学 客員教授（～2015 年 3 月） 

2016 年 4 月 立教大学大学院社会学研究科博士課程前・後期課程担当（～2021 年 3 月） 

同年  4 月 青森大学 客員教授（～現在） 

2018 年 4 月 関西学院大学特定プロジェクト研究センター「SDGs・生物多様性研究センター」 

客員研究員 （～現在） 
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同年  5 月 Uppsala Uiversity, Department of Education and SWEDESD (Swedish 

International Centre of Education for Sustainable Developmet) 

Visiting Resercher（～同年 6 月） 

2021 年 4 月 立教大学名誉教授（～現在） 

同年  4 月 立教大学 ESD 研究所所員（～現在） 

同年  4 月 （株）日能研 顧問（～現在） 

同年  4 月 対馬市 SDGs 総合研究所 客員研究員（～現在） 

 

非常勤講師歴 

1989 年 7 月 兵庫教育大学大学院学校教育研究科  

1994 年 10 月 上智大学一般教育部 （～1995 年 3 月） 

1995 年 4 月 東京大学教育学部 （～同年 9 月） 

1998 年 10 月 大阪外国語大学外国語学部  

1999 年 4 月 青森大学大学院環境科学研究科 （～2009 年 3 月） 

2000 年 4 月 東京大学教育学部 （～2001 年 3 月） 

同年  4 月 立教大学文学部 （～同年 9 月） 

2001 年 4 月 立教大学文学部 （～同年 9 月） 

2002 年 4 月 東京大学教育学部 （～2003 年 3 月） 

2003 年 4 月 鳥取環境大学環境情報学部 （～2013 年 3 月） 

2007 年 4 月 東京農工大学農学部 （～2008 年 3 月） 

2008 年 4 月 筑波大学人間学類 （～2009 年 3 月） 

2018 年 4 月 東北大学大学院国際文化研究科 （～2020 年 3 月） 

2019 年 4 月 駒澤大学社会学部 （～同年 9 月） 

2021 年 4 月 立教大学兼任講師 （～現在） 

同年  4 月 東北大学大学院国際文化研究科 （～現在） 

 

学内活動 

2004 年 4 月 大学院異文化コミュニケーション研究科博士後期課程主任（～2008 年 3 月） 

2007 年 4 月 ESD 研究センター センター長（～2012 年 3 月） 

2014 年 4 月 大学院異文化コミュニケーション研究科博士後期課程主任（～2016 年 3 月） 

2012 年 4 月 総合研究センターESD 研究所所長（～2015 年 3 月、2016 年 4 月～2021 年 3 月） 

2018 年 4 月 総長補佐（～2019 年 9 月） 

 

受賞歴 

2015 年 4 月 Tripartite Environment Minister Meeting(TEMM) TEMM Environment 
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Award(上海、中国) 

2017 年 6 月 環境省 環境保全功労者表彰 

2020 年 3 月 公益財団法人日本自然保護協会 日本自然保護大賞沼田眞賞 

  

学会・学術団体等での活動 

日本学術会議     第 14 期自然保護研究連絡委員会環境教育小委員会幹事（1986 年 4 月～1990

年 3 月）、第 16 期自然保護研究連絡委員会委員（1994 年 10 月～1997 年 3 月）、

第 20・21 期環境学委員会特任連携会員（2007 年 8 月～2008 年 9 月、2009

年 3 月～2011 年 9 月）、第 24 期地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学

委員会合同地球環境変化の人間的側面（HD）分科会 KLASICA 小委員会委員

（2018 年 5 月～2020 年 9 月） 

日本科学教育学会  研究会幹事（1986 年 4 月～1988 年 3 月）、研究会運営委員（1988 年 4 月～

1990 年 3 月）、常任編集委員（1996 年 4 月～1998 年 3 月） 

日本環境教育学会  理事（1990 年 5 月～2001 年 4 月、2003 年 5 月～2005 年 4 月、2007 年 5

月～2009 年 4 月、2017 年 7 月～2021 年 8 月）、事務局長（1991 年 5 月～

1995 年 4 月）、国際交流委員長（1997 年 5 月～2001 年 4 月、2003 年 5 月～

2005 年 4 月、2007 年 5 月～2009 年 4 月）、学会長（2009 年 5 月～2015 年

4 月）、広報委員長（2017 年 7 月～2019 年 6 月）、研究委員長（2019 年 7 月～

2021 年 8 月）、関東支部長（2004 年～現在） 

環境情報科学センター 評議員（1992 年 1 月～2005 年 3 月） 

日本エコミュージアム研究会 理事（1995 年 1 月～2007 年 3 月） 

環境経済・政策学会 理事（1995 年 12 月～2001 年 5 月） 

環境科学会      企画委員（1997 年 4 月～2001 年 3 月、2003 年 4 月～2005 年 3 月） 

日本野外教育学会  理事（1997 年 12 月～2001 年 3 月） 

日本環境会議    理事（2004 年 4 月～2020 年 11 月）、顧問（2020 年 12 月～現在） 

HESD フォーラム  幹事（2007 年~2010 年 10 月）、代表（2010 年 11 月～2021 年 11 月） 

日本 ESD 学会   会計監査（2017 年 4 月～2018 年 3 月）、評議員（2018 年 4 月～現在） 

日本学術振興会   科学研究費専門委員会委員（2010 年 12 月～2011 年 11 月、2011 年 12 月～

2012 年 11 月、2015 年 12 月～2016 年 11 月）、特別研究員等審査委員会専門委

員及び国際事業委員会書面審査委員（2013 年 8 月～2015 年 7 月、2014 年 8 月

～2015 年 7 月） 

 

国際学会・学術団体等での活動 

2000 年 4 月 “International Review for Environmental Strategies”, Editorial 

Committee Member,Institute for Global Environmental Strategies(IGES) 
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（～2004 年 3 月）, 

2001 年 4 月 International Union for Conservation of Nature (IUCN),  Commission 

on Education and Communication(CEC), Steering Committee Member 

（～2003 年 3 月），CEC , Member（2003 年 4 月～現在） 

2006 年 7 月 4th World Environmental Education Congress (2007.7.2-6,Durban, 

South Africa), Scientific Committee Member (～2007 年 7 月) 

2007 年 4 月 “Journal of Development Education and Global Learning”, Editorial 

Committee Member, The Development Education Research 

Center(DERC),Institute of Education, Unversity College London(UCL), 

（～2014 年 3 月） 

2008 年 4 月 UNESCO”World Conference on Education for Sustainable Development: 

Moving Into the Second Half of the UN Decade”（2009.3.31-4.2, Bonn, 

Germany）, International Advisory Committee Member(～2009 年 4 月) 

2010 年 7 月 6th World Environmental Education Congress (2011.7.19-23, Brisbane, 

Australia), Scientific Committee Member (～2011 年 7 月) 

2019 年 11 月 10th World Environmental Education Congress（2019.11.3-7,  

Bangkok,Thailand）(Invited Key Note Speaker), WEEC & Kasetsart 

Univesity, 

 

競争的資金（研究代表者分） 

1991 年 4 月‐1993 年 3 月 「高度技術化社会における自然と人間との間の倫理〈環境倫理〉の構築」、

科学研究費重点領域研究（高度技術化社会） 

1993 年 4 月-1994 年 3 月 「生活科における環境教育カリキュラムの開発」、科学研究費奨励研究 A 

1994 年 4 月‐1996 年 3 月 「地球本位型社会の実現を目指した生涯学習としての環境教育システムの

確立」、科学研究費重点領域研究（人間地球系） 

1996 年 4 月‐1997 年 3 月 「河川を系としてとらえた生涯学習としての環境教育の場づくり」、昭和シェ

ル石油環境助成金 

1996 年 4 月‐1999 年 3 月 「生涯学習としての環境教育システムの開発」、科学研究費基盤研究(C) 

2000 年 4 月‐2001 年 3 月 「日本のイルカ漁の歴史と現状に関する研究」、WWFJapan 自然保護助

成金 

2000 年 4 月‐2003 年 3 月 「環境ガバナンスとしての環境教育の役割についての研究」、科学研究費

基盤研究（C） 

2001 年 4 月‐2002 年 3 月 「持続可能な社会をめざす教育のモデル化」、WWF・日興グリーンインベス

ターズ基金 

2004 年 4 月‐2008 年 3 月 「持続可能な開発のための教育（ESD）に関する総合的研究」、科学研究
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費基盤研究(A) 

2007 年 4 月‐2012 年 3 月 「持続可能な開発のための教育（ESD）」における実践研究と教育企画の

開発、文部科学省私立大学学術高度化推進事業「オープン・リサーチ・セン

ター整備事業」 

2011 年 4 月‐2014 年 3 月 「「生物多様性戦略」に向けた持続可能な開発のための教育（ESD）に関す

る総合的研究、科学研究費基盤研究（B） 

2012 年 7 月‐2015 年 3 月 「課題解決型シミュレーションによる ESD プログラムの開発研究」、立教大

学学術推進特別重点資金（立教 SFR）重点領域プロジェクト研究 

2015 年 4 月‐2019 年 3 月 「我が国における環境教育から ESD への質的変容に関する研究、科学研

究費基盤研究(C) 

2015 年 4 月‐2020 年 3 月 「ESD による地域創生の評価と ESD 地域創生拠点の形成に関する研

究」、文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 

 

社会的活動（公益団体等役員等） 

1989 年 5 月 財団法人日本自然保護協会 評議員（～2002 年 5 月）、理事（200４年～2010 年 5

月） 

1992 年 11 月 日本環境教育フォーラム（2002 年より社団法人、2010 年より公益社団法人）専務理

事(～現在) 

1993 年 11 月 市民フォーラム 2001 理事(～1999 年 6 月)  

1994 年 4 月 財団法人科学教育研究会 理事(～1998 年 3 月) 

同年  6 月 埼玉県環境教育ネットワーク 代表（～2002 年 3 月） 

1995 年 6 月 財団法人国立公園協会 評議員(～2011 年 9 月) 

1996 年 2 月 公益信託武蔵野銀行みどりの基金 運営委員（～2002 年 11 月） 

1997 年 8 月 社団法人日本ネイチャーゲーム協会 理事(～2007 年 5 月) 

1999 年 1 月 社団法人環境生活文化機構 理事(～2010 年 3 月) 

2000 年 4 月 埼玉大学教職員組合委員長（～2001 年 3 月） 

2002 年 7 月 財団法人キープ協会 評議員（～2010 年 6 月） 

2003 年 4 月 NPO 法人持続可能な開発のための教育の 10 年推進会議 (2015 年より持続可能な

開発のための教育推進会議)代表理事（～2010 年 3 月）、顧問（～2012 年 5 月）、代

表理事（2012 年 6 月～現在） 

2006 年 4 月 公益信託サントリー愛鳥基金運営委員（～現在） 

2008 年 3 月 ツバル青少年友の会 会長（～2015 年 3 月） 

2008 年 4 月 NPO 法人ゼファー池袋まちづくり 顧問（～現在） 

2008 年 6 月 ESD 世界の祭典推進フォーラム 代表理事（～2015 年 3 月） 

2014 年 3 月 （池袋西口）としまちプロジェクト運営協議会会長（～現在） 



264 

同年  7 月 公益財団法人ニッセイ緑の財団評議員（～現在） 

2016 年 4 月 環境省 ESD 活動支援センター センター長（～2020 年 3 月） 

同年  4 月 NPO 法人つくば環境フォーラム理事（～現在） 

同年  4 月 NPO 法人アサザ基金 理事（～現在） 

 

社会的活動（審議会） 

1990 年 12 月 牛久市緑化審議会委員（～1991 年 3 月） 

1993 年 1 月 埼玉県生涯学習審議会委員（～1994 年 3 月） 

同年  7 月 草加市廃棄物原料等推進審議会委員(～1994 年 3 月) 

1994 年 8 月 神奈川県環境審議会委員(～1995 年 3 月)  

同年 10 月 春日部市環境保全審議会会長(～1999 年 3 月) 

1996 年 12 月 文部省生涯学習審議会専門委員(～2001 年 3 月) 

1997 年 8 月 建設省河川審議会委員(～2001 年 1 月) 

1998 年 7 月 内閣府環境庁中央環境審議会専門委員(～2001 年 1 月) 

1999 年 2 月 牛久市緑化審議会委員(～2000 年 3 月) 

2000 年 7 月 埼玉県環境審議会特別委員(～2001 年 3 月) 

2002 年 2 月 さいたま市環境審議会委員（～2004 年 4 月） 

同年  5 月 鳩ケ谷市環境審議会委員（～2004 年 5 月） 

2006 年 12 月 東京都北区環境審議会委員（～2008 年 3 月） 

2018 年 5 月 春日部市環境審議会委員（～現在） 

 

社会的活動（委員等） 

1989 年 5 月 埼玉県 複合機能森林整備推進協議会委員（～1990 年 3 月） 

1990 年 4 月 環境庁「子供達に対する環境教育の充実に関する体系的調査」調査研究委員会委員・

調査研究小委員会委員(～1993 年 3 月) 

同年  9 月 神奈川県 かながわ環境学習プラン策定検討委員会委員(～1992 年 3 月) 

同年 10 月 国土庁 地域振興アドバイザー(～1992 年 3 月) 

同年 12 月 埼玉県 環境学習懇談会委員（座長）(～1992 年 3 月) 

1991 年 7 月 埼玉県 環境教育推進会議委員(～1992 年 3 月) 

同年 10 月 埼玉県 土地政策懇談会委員(～1993 年 3 月) 

1992 年 4 月 日本児童教育振興財団 全国小中学校環境教育賞 審査委員(～2002 年 3 月) 

同年  5 月 埼玉県 アースイヤー埼玉有識者懇話会委員(～1993 年 3 月) 

同年 10 月 埼玉県 環境教育推進会議委員(～1993 年 3 月) 

同年 10 月 埼玉県「さいたまの生涯学習プログラム」編集委員会委員(～1994 年 3 月) 

1993 年 1 月 文部省 環境教育指導資料（事例編）作成協力委員会委員(～1994 年 3 月) 
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同年  4 月 社団法人社会経済国民会議 エネルギー環境教育専門委員会委員(～1994 年 3 月) 

同年  7 月 埼玉県 環境教育推進会議委員(～1994 年 3 月) 

同年  7 月 志木市 環境教育推進委員会委員(～1995 年 3 月) 

同年 11 月 埼玉県 地球環境さいたま有識者懇話会委員(～1995 年 3 月) 

同年 11 月 埼玉県 環境基本問題専門委員会委員(～1995 年 3 月) 

同年 12 月 環境庁 ローカルアジェンダ 21 策定指針検討会委員(～1995 年 3 月) 

1994 年 4 月 国立教育会館 現代的課題に関する社会教育指導者用資料作成委員(～1995 年 3

月) 

同年  4 月 社団法人経済同友会 環境教育委員会委員(～1995 年 5 月) 

同年  5 月 埼玉県 環境科学センター基本計画検討委員会委員(～1995 年 3 月) 

同年  6 月 埼玉県 環境教育指導資料作成協力委員会委員長(～1995 年 3 月) 

同年  7 月 日本グラウンドワーク協会準備会専門委員(～1995 年 3 月) 

同年 11 月 環境庁「総合的な環境研究・教育の推進体制に関する懇談会」専門委員(～1996 年 3

月) 

1995 年 3 月 埼玉県立自然史博物館運営協議会委員(～1996 年 3 月) 

同年  4 月 川崎市 環境教育・学習基本方針研究会委員(～1995 年 11 月) 

同年  4 月 文部省 環境を考慮した学校施設に関する調査研究協力者(～1996 年 3 月)  

同年  4 月 埼玉県 環境アドバイザー(～2020 年 3 月) 

同年  6 月 埼玉県 環境教育指導資料作成協力委員会委員長(～1996 年 3 月) 

同年  6 月 埼玉県 平成 7 年度環境科学国際センター整備に係わる優秀提案選定委員会委員(～

1997 年 3 月) 

同年  7 月 環境庁 GLOBE プログラムカントリーコーディネーター(～2002 年 3 月) 

同年 11 月 財団法人日本グラウンドワーク協会 専門委員(～1996 年 3 月) 

同年 11 月 環境庁「水辺環境保全活動の支援のための検討調査」検討委員会委員(～1996 年 3

月) 

1996 年 4 月 環境庁 海外先進諸国 NGO の環境教育活動に関する実態調査検討委員会委員(座

長)(～1997 年 3 月) 

同年  4 月 環境庁 市民参加型大気生活環境調査手法検討会委員(～1997 年 3 月) 

同年  4 月 日本環境倶楽部 情報教育委員会委員(～1997 年 3 月) 

同年  4 月 文部省 記念物を素材とした生涯学習プログラムの研究開発組織委員(～1997 年 3

月) 

同年  4 月 林野庁 自然体験型交流促進のための地域整備計画調査委員会委員(～1997 年 3

月) 

同年 10 月 浦和市 環境配慮指針検討委員会委員(～1997 年 3 月) 

同年 10 月 埼玉県 環境と共生する土地利用推進アドバイザーコア会議委員(～1998 年 10 月) 
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同年 10 月 埼玉県 ローカルアジェンダ 21 策定委員(～2001 年 3 月) 

同年 11 月 林野庁 平成 8 年度国土総合開発事業調整費調査（自然体験型交流促進のための地

域整備計画調査）に係る調査委員会委員(～1997 年 3 月) 

1997 年 4 月 埼玉県 彩の国豊かな自然環境づくり計画策定検討委員会委員(～1999 年 3 月)  

同年  4 月 環境庁 環境教育の総合的推進に関する調査検討委員会委員(～2000 年 3 月) 

同年  4 月 茨城県 環境アドバイザー(～現在) 

同年  6 月 埼玉県 民間団体環境保全活動助成審査委員会委員(～2001 年 5 月) 

同年 10 月 北海道 環境の村（仮称）建設基本検討委員会委員（委員長）(～1998 年 3 月) 

1998 年 2 月 環境庁 ふれあい自然塾活動推進検討会検討員(～1999 年 3 月) 

同年  3 月 埼玉県 彩の国さいたま環境推進協議会理事(～2006 年 3 月) 

同年  4 月 環境庁 自然系環境学習推進方策検討会委員(～1999 年 3 月) 

同年  4 月 社団法人農村環境整備センター「田んぼの学校」研究会副委員長(～1999 年 8 月) 

同年  8 月 埼玉県 彩の国環境大学運営委員会委員(～2000 年 3 月) 

同年 12 月 埼玉県 ダイオキシン対策県民懇話会構成員（委員長)(～2000 年 3 月) 

1999 年 4 月 国立教育会館 諸外国の教育方法－ドイツとイギリスにおける環境教育の実際－調査

研究協力者(～1999 年 11 月) 

同年  4 月 環境庁 開発途上国環境教育支援検討会委員(～2001 年 3 月) 

同年  4 月 安田火災環境財団（現 損保ジャパン環境財団）認定委員(～現在) 

同年  6 月 埼玉県 民間団体環境保全活動助成審査委員（～2001 年 5 月） 

同年  7 月 日本生態系保護協会「第 1 回全国学校ビオトープ・コンクール」ブロック審査員(～2000

年 2 月) 

同年 10 月 練馬区 環境基本計画作成懇談会委員(～2001 年 3 月) 

同年 11 月 JICA インドネシア共和国・個別専門家派遣事業専門家（自然環境教育の推進に係る技

術指導） 

2000 年 4 月 静岡県 環境調和型教育創造会議委員(～2001 年 3 月) 

同年  8 月 文部省 環境を考慮した学校施設（エコスクール）を活用した環境教育についての調査

研究協力者 (～2002 年 3 月) 

2001 年 1 月 環境省 水環境学習検討会委員(～2001 年.3 月) 

同年  1 月 社団法人農村環境整備センター（2011 年より（社）地域環境資源センター）技術検討委

員会委員(～現在) 

同年  2 月 「WWF・日興グリーンインベスターズ基金」資金配分検討委員(～2003 年 1 月) 

同年  2 月 埼玉県 彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委員会委員（委員長）(～2003 年 2

月) 

同年  4 月 埼玉県 環境科学国際センター環境学習運営委員会委員(～2005 年 3 月) 

同年  7 月 日本生態系保護協会「第 2 回全国学校ビオトープ・コンクール」審査員(～2002 年 2
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月) 

同年 12 月 東松山市 環境都市宣言検討委員会リーダー(～2002 年 3 月) 

2002 年 4 月 国際協力銀行 平成 14 年度環境教育に係る調査研究会委員（～2003 年 3 月） 

同年  4 月 環境省 平成 14 年度自然体験活動・貴重な自然資源の活用を通じた地域活性化方策

調査検討委員会委員（～2004 年 3 月） 

同年  8 月 JICA インドネシア共和国・個別専門家派遣事業専門家(自然環境教育の推進に係る

技術指導) 

2003 年 4 月 JICA 青年海外協力隊技術専門委員(環境教育)（～2010 年 3 月） 

同年  6 月 日本生態系保護協会「第 3 回全国学校ビオトープ・コンクール」審査員（～2004 年 2

月） 

同年  6 月 日本国際博覧会協会 愛知万博協会企画事業「地球市民村」に関するアドバイザー（～

2005 年 9 月） 

同年 10 月 財団法人日本鳥類保護連盟 環境教育委員会委員（～2004 年 10 月） 

2004 年 2 月 北海道大学環境科学研究科学位論文審査委員 

同年  3 月 JICA 環境分野職種支援ユニット支援委員（～2006 年 3 月） 

同年  4 月 茨城県「いばらき環境学習プラン」改定懇談会委員(座長)（～2005 年 12 月） 

同年  4 月 埼玉県 彩の国さいたま環境推進協議会理事（～2006 年 3 月） 

同年  4 月 品川区 学校外部評価者委員会委員（～2006 年 3 月） 

同年  4 月 文部科学省 環境教育指導資料(小学校編)作成協力委員会委員（～2007 年 3 月） 

同年  6 月 文部科学省 豊かな学習の場を広げる屋外教育環境施設に関する調査研究委員会委

員（～2005 年 3 月） 

同年  9 月 JICA 青年海外協力隊大洋州環境分野巡回指導調査団 団長 

2005 年 4 月 ユネスコ・アジア文化センター平成 17 年度「アジア太平洋地域教育協力事業委員会」委

員（～2006 年 3 月） 

同年  9 月 「WWF/日興グリーンインベスターズ基金」資金配分検討委員（～2007 年 3 月） 

同年 10 月 安芸太田町 環境教育推進協議会委員（～2007 年 3 月） 

2006 年 4 月 国際協力銀行 インフラ事業と環境教育の国内好事例集の作成（～2007 年 3 月） 

同年  6 月 財団法人日本自然保護協会・専門委員会 普及広報委員会委員（～2007 年 3 月） 

2007 年 4 月 環境省 平成 19 年度環境保全活動・環境教育の推進に関する懇談会委員（～2008 年

3 月） 

同年  4 月 練馬区 環境学習推進計画作成懇談会委員長（～2008 年 3 月） 

同年  9 月 内閣府 安全・安心で持続可能な未来のための社会的責任に関する研究会委員（～

2008 年 5 月） 

2008 年 4 月 琉球大学 熱帯生物圏研究センター運営委員会委員（～2010 年 3 月） 

同年  4 月 豊島区 まちづくりバンク運営協議会審査会審査員（～2009 年 3 月） 
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同年  4 月 国立教育政策研究所「学校における持続可能な開発のための教育に関する研究」準備

会議委員（2009 年 3 月） 

同年  8 月 環境省平成 20 年環境人材育成コンソーシアムのあり方検討委員会委員（～2009 年

3 月） 

2011 年 4 月 環境省 平成 23 年度日光国立公園奥日光地域における協働型管理運営体制構築検

討委員（～2012 年 3 月） 

同年  7 月 国立オリンピックセンター「自然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研

究」に係る研究会委員（～2012 年 3 月） 

同年  7 月 環境省 自然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研究委員（～2012 年

3 月） 

同年  7 月 一般社団法人 CEPA ジャパンアドバイザー（～2013 年 3 月） 

2012 年 4 月 環境省・国連大学 地球環境パートナーシッププラザ(GEOC)運営委員長（～2017 年

3 月） 

同年  4 月 埼玉県 新たな森づくり整備計画検討委員会委員（～現在） 

2013 年 7 月 対馬市 域学連携地域づくり実行委員会 副会長（～2017 年 3 月） 

同年  7 月 ユネスコスクール支援大学間ネットワーク(ASPUnivNet)評価検討委員（～2017 年

3 月） 

同年 11 月 北九州市立大学 まちなか ESD センター評価委員会委員長（～2017 年 3 月） 

2014 年 1 月 環境省「国連『ESD の 10 年』後の環境教育推進方策懇談会」委員（～同年７月） 

同年  4 月 神奈川県 環境学習教材作成員会委員長（～2015 年 3 月） 

同年  6 月 環境省 日中韓環境教育ネットワーク(TEEN)委員会委員（～現在） 

同年  8 月 文部科学省「持続可能な開発のための教育(ESD)に関するユネスコ世界会議フォロー

アップ会合事業」企画実行委員会委員長（～2015 年 3 月） 

同年 11 月 サステナブルキャンパス推進協議会(CAS-Net JAPAN)運営委員（～現在） 

2015 年 4 月 岡山市 岡山 ESD 大賞審査員（～現在） 

同年  5 月 環境省 環境パートナーシップオフィス等運営委員会 委員長（～2016 年 3 月） 

同年  5 月 消費者庁「倫理的消費」調査研究会委員（～2017 年 3 月） 

同年  6 月 文科省・環境省 持続可能な開発のための教育に関する円卓会議メンバー（～2019 年

3 月） 

同年  9 月 CAS-Net JAPAN サステナブルキャンパス大賞審査員（～現在） 

2016 年 5 月 公益財団法人地球環境戦略研究機関 理事選考委員 

同年  7 月 環境省 ESD 活動支援企画運営準備委員会(委員長)（～2017 年 3 月） 

2017 年 4 月 文科省「環境のための地球規模の学習及び観測プログラム（グローブ）推進事業の選定

委員会委員（～同年 5 月） 

同年  9 月 茨城県 第 17 回世界湖沼会議学生会議委員会委員（～2018 年 11 月） 
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2019 年 １月 環境自治体会議アドバイザー（～現在） 

同年  ４月 信州大学 信州 ESD コンソーシアム事業評価委員（～現在） 

同年  4 月 文部科学省「環境のための地球規模の学習及び観測プログラム（グローブ）推進事業の

選定委員会委員（～同年 5 月） 

2020 年 10 月 玖珠町「玖珠町の未来の地域課題解決を担う人材育成有識者会議」顧問（～現在） 

同年 12 月 対馬市 SDGs アドバザリーボード 委員（～現在） 

2021 年 ６月 埼玉県 県営公園指定管理者候補者選定委員会委員（～同年 8 月） 

同年  8 月 豊島区 教育委員会学校 SDGs 推進アドバイザー（～現在） 

同年  9 月 茨城県 新産業廃棄物最終処分場基本計画策定委員会委員（～現在） 

 

業績書 

 

単 著 

1991 『静岡県消費者ホーム講座テキスト６「環境保護と私たちの暮らし」』、静岡県 

1995 『ゆたかなくらしとは？―くらしよい環境』、岩崎書店 

 

単編著 

1992 『環境教育読本』、教育開発研究所  

1993 『子どもと環境教育』、東海大学出版会 

同 『環境教育教材読本』、教育開発研究所  

1994 『環境教育実践読本』、教育開発研究所 

2000 『話して面白い環境学』、学習研究社 

同 『Regional Strategy on Environmental Education in the Asia-Pacific』, Institute for Global 

Environmental Strategies 

2003 『Environmental Education in Japan, China and Korea and its Comparative 

Perspective』,Japan China Korea Environmental Education Forum, JEEF 

2015 『原発事故を子どもたちにどう伝えるかーESD を通じた学び』、合同出版 

2017 『ESD の地域創生力 持続可能な社会づくり・人づくり 9 つの実践』、合同出版 

 

共編著 

1991 阿部治・川島直、『地球環境と私たち―企業人として環境問題について考える―』、日本マンパワー 

1995 阿部治・市川智史、『ふくれあがる大都市―都市問題』、岩崎書店 

同 阿部治・鬼頭秀一・リチャード・エバノフ、『環境思想の系譜 1・環境思想の出現』、東海大学出版会 

1996 阿部治・市川智史、「ＯＢＩＳとは何か」他、『ＯＢＩＳ自然と遊び、自然から学ぶ（全３巻）』，栄光教育文化研究所 

2001 Osamu Abe, Bishnu Bhandari,『Environmental Education in the Asia-Pacific Region-
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Status, Issues and Practices』, Institute for Global Environmental Strategies 

2002 Bishnu B. Bhandari, Osamu Abe, Masahiro Takahashi, Akihiro Nakahata,『The Path to 

Success: Some Pioneering Examples of Environmental Education』, Institute for Global 

Environmental Strategies 

2003 Bishnu B. Bhandari, Osamu Abe,『Education for Sustainable Development in Nepal: Views 

and Visions』, Institute for Global Environmental Strategies 

2004 Osamu Abe,Bishnu B. Bhandari,『Globalism and Education for Sustainable Education: 

SOME VIEWPOINTS』, Institute for Global Environmental Strategies 

2011 阿部治・川嶋直編『次世代 CSR と ESD―企業のためのサステナビリティ教育―』、ぎょうせい 

2012 阿部治・川嶋直編『ESD 拠点としての自然学校―持続可能な社会づくりに果たす自然学校の役割』、みくに出版 

同 阿部治・田中治彦編『アジア・太平洋地域の ESD＜持続可能な開発のための教育＞の新展開』、明石書店 

同 阿部治・朝岡幸彦監修、佐藤真久・阿部治編『持続可能な開発のための教育 ESD 入門』、筑波書房 

2019 阿部治・野田恵編『知る・わかる・伝える SDGs Ⅰ』、学文社 

2020 阿部治・増田直広編『ESD の地域創生力と自然学校』、ナカニシヤ出版 

2021 阿部治・二ノ宮リムさち編『知るわかる・伝える SDGs Ⅱ』、学文社 

 

【共 著】 

1988 「指導の基礎となる研究－目の不自由な子どもは自然をどう見ているか」、日本自然保護協会編『ネイチュア・フ

ィーリング－からだの不自由な人たちとの自然観察－』、196-223 頁、思索社 

1992 「環境教育の課題」、日本ユネスコ協会連盟編『小学校教員のための環境教育ガイドブック』、1‐10 頁、日本ユ

ネスコ協会連盟 

同 「環境教育再考-日本型環境教育をめざして-」、我孫子市・山科鳥類研究所編『明日の環境を考える-手賀沼

浄化を考える市民講座Ⅲ-』、63-96 頁、我孫子市 

同 「大学における環境教育指導者の養成」、清里環境教育フォーラム実行委員会編『日本型環境教育の提案』、

322-332 頁、小学館 

同 「環境教育の背景・役割・動向」他、環境教育推進研究会編、生涯学習としての環境教育実践ハンドブック』、1-

47,221-224,259-263 頁、第一法規 

1993 「生活環境を見直す教育」、生活環境研究会編『やさしい生活環境をめざして』、140-149 頁、ナカニシヤ出版， 

1994 「アメリカにおける環境教育」、水越敏行・熱海紀夫編『新学校教育全集第 5 巻『環境教育』』、242-253 頁、ぎ

ょうせい 

同 Challenges to Environmental Education, 『 REPORT OF THE ASIA YMCA ON 

ENVIRONMENT＆DEVELOPMENT』,pp7-13,ASIA ALLIANCE OF YMCAs, HONG KONG 

同 「諸外国における環境教育の取組および環境教育施設の状況」、埼玉県編、『1994 年版環境白書』、pp.360-

367、埼玉県  

1995 「環境教育のめざすもの-環境倫理」、「人工系における環境教育」、「半自然系での環境教育」、環境庁監修『環
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水環境学会 

同 阿部治、化学物質対策としての環境教育の取り組みと強化、『化学物質と環境』100、pp.65－66、エコケミス

トリー研究会 

2011 Osamu Abe, Movement and Challenges of Education for Sustainable Development in 

Japan, Journal of Development in Sustainable Agriculture,6(1)pp.1-7、Agricultural and 

Forestry Research Center, University of Tsukuba 

同 櫃本真美代・阿部治、環境教育における環境コミュニケーションの意義と可能性、『応用社会学研究』53、

pp.237‐247、立教大学社会学研究科 

同 阿部治、環境教育から持続可能な開発のための教育へ－地域づくりに果たす ESD の視点から－、『森林技術』

856（7）、pp.2-7、日本森林技術協会 

2014 阿部治、これからの持続可能な社会の在り方と学校教育、『中等教育資料』63（3）pp.18-23、学事出版 

同 阿部治、ESD の 10 年とこの先の環境教育、『環境会議』2014 春号、pp.126-129、事業構想大学院大学 

2015 二ノ宮リムさち・阿部治、国連・持続可能な開発のための教育の 10 年（DESD）を通じた国内の環境教育研究・

実践における成果と今後の課題、『環境教育』24（3）、pp.18-31、日本環境教育学会 

2017 荻原彰・阿部治・他 4 名、全国調査による市区町村の学校教育に対する環境政策の実施状況と政策実施上の

問題点、『環境教育』27（2）、pp.51-61、日本環境教育学会 

2018 阿部治、ESD 推進ネットワークの展開に向けて、『ESD 研究』1（1）、pp.16-25、日本 ESD 学会 

2019 阿部治、国連 ESD の 10 年を振り返って～立教大学 ESD 研究所のこれまでの 10 年とこれからの 10 年、『立

教 ESD ジャーナル』3・4、pp.4-11、立教大学 ESD 研究所 

2020 阿部治、SDGs とそのエンジンとしての ESD 、『啓く通信』３、pp.1-5、啓林館 

同 Takahashi Masahiro Abe Osamu, Institutionalization of Environmental Education in 

Japan, Korean Journal of Environmental Education,32(4)、pp.413-422 
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同 増田直広・阿部治、ESD による地域創生に現状と課題～エコミュージアムとの相関から～、『エコミュージアム

研究』24、pp.49-56、日本エコミュージアム研究会 

同 中口毅博・阿部治、ESD が地域創生に及ぼす効果の定量化に関する研究‐ESD 地域創生指標の開発、『日本

環境教育学会関東支部年報』14、pp.9-14、日本環境教育学会 

 

【書評】 

1986 年 7 月 ジャックＡ．チャンパース他著、詫間普平他訳「コンピュータ利用の教室学習」、同文書院、『日本聴覚障

害・教育工学研究会ニューズレター』25 

1991 年 1 月 岡島成行著、『アメリカの環境保護運動』、岩波新書、『かんぽ』152、50-51 

1992 年 7 月 五十嵐享平・他著、『絶滅動物の予言』、『360』、三田出版 

 

【対談・座談会】（印刷されたもの） 

1992 年 7 月 座談会：川嶋直×岡島成行×瀬田信哉×小河原孝生×稲本正×阿部治、清里環境教育フォーラム 5 年

間の歩み、清里環境教育フォーラム実行委員会編『日本型環境教育の「提案」』、419-431、小学館 

同年 11 月 シンポジウム：阿部治×安西英明×丸山博子×川村研治、トークイン・ウトナイ 自然から学ぶ、『北海道

新聞（夕刊）』（1992 年 11 月 27 日） 

1993 年 7 月 座談会：佐島群巳×細木邦子×阿部治、学校から地域・家庭へと広がる環境教育－求められる豊富な

実践のネットワーク化－、『総合教育技術 7 月号増刊：環境教育ガイド』、78-83、小学館 

1994 年 12 月 座談会：阿部治×植原彰×鳥山由子×一寸木肇×浜口哲一、環境教育～なにが問われているのか、

『学校における環境教育』、89-110、財団法人日本自然保護協会 

1995 年 3 月 パネルディスカッション：「環境教育」の視点から、21 世紀の教育を考えるー学校週 5 日制を念頭にお

いて、『教育改造第 22 回教育改造研究会記録』、pp.69-127、成城学園初等学校 

1995 年 5 月 対談：岡島成行×阿部治、余暇増大は環境教育の好機、『月刊ロジアール』、2-6、財団法人余暇開発

センター 

同年  9 月 座談会：古田ゆかり×阿部治×安西邦夫、行動変革のための環境教育の勧め、『経済同友』562、2-

9、社団法人経済同友会 

1996 年 10 月 シンポ：阿部治×青木久子×植原彰×岡島成行×永野重史、自然と遊び、自然から学ぶ「環境教育」シ

ンポジウム、『エデュ・ケア 21』10 月号、pp.60-69、栄光教育文化研究所 

1999 年 10 月 座談会：阿部治・伊藤哲夫・岡島成行・小澤紀美子・宇井純、日本の環境教育の歴史と課題、『環境と

公害』29(2)、46-53、岩波書店 

同年  3 月 対談：小澤紀美子×阿部治、地域から広がる環境教育・環境学習、『環境学習』1999 春号、6-12、環

境庁環境教育推進室 

同年  5 月 対談：阿部治×進士五十八、緑とのかかわりの可能性、『環境緑化新聞』1999 年 9 月 15 日 

2000 年 3 月 座談会：阿部治×稲本正×小河原孝生×川嶋直×瀬田信哉、日本型環境教育を求めて、社団法人日

本環境教育フォーラム編『日本型環境教育の「提案」（改訂新版）』、7-16、小学館 
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同年  6 月 対談：C・W・ニコル×阿部治、物語＝“つながり”としての環境学習、『BIO City』18、20-31、ビオシティ 

同年  7 月 シンポ：阿部治×木原啓吉×服部英二×西島安則×伊藤俊太郎、21 世紀の地球を考えるシンポ「環境

革命－人類生存の鍵」、『産経新聞（朝刊）』（2001 年 7 月 16 日） 

同年  8 月 対談：養老孟子×阿部治、「つながり」から考える環境問題、『日経サイエンス』2000 年 8 月号、118‐

123、日本経済新聞社 

2002 年 3 月 対談：阿部治×小澤紀美子、環境教育・環境学習が育む大きな力、『教育と科学』14、6-11、（財）科学

技術教育協会 

同年 10 月 対談：阿部治×弘友和夫、21 世紀を開く環境教育を、『公明新聞』（2002 年 10 月 29 日） 

2003 年 3 月 対談：阿部治×田中治彦、持続可能な課発のための教育をどう創るか、『別冊［開発教育］持続可能な

開発のための学び』、3－11、開発教育協会 

同年 11 月 座談会：阿部治×浜本奈鼓×広瀬仁郎×宮川八岐、豊かな自然体験活動の推進による学びの深まり、

文科省編『初等教育資料』774、32-42、東洋館出版社 

2004 年 3 月 シンポ：鈴木善次×阿部治×樋口利彦×朝岡幸彦×小澤紀美子×田中治彦、持続可能な未来に向けた

環境教育―国連「持続可能な開発のための教育の 10 年」との関係において、『環境教育』13（2）、78-

97、日本環境教育学会 

同年  5 月 座談会：阿部治×猪飼麻由美×土山人一×進藤玲子×林誠二、途上国のゴミ問題 ごみと戦う、『クロ

スロード』40(462)、20-28、社団法人協力隊を育てる会 

同年  6 月 対談：阿部治×伊藤康、持続可能な開発のための教育の 10 年（DESD）、『世界の動き』681、6-8、財

団法人世界の動き社 

同年  6 月 対談：浅葉克己×阿部治、想いが形になるとき、『地球の子ども』81、15-21、日本環境教育フォーラム 

2005 年 2 月 対談：阿部治×ピーター・バーグ、ESD とバイオリージョナリズム、『BIO City』30、72-76、ブックエ

ンド 

同年  9 月 座談会：阿部治×神田憲二×柴山純×西谷由布子×嵩一成、社会貢献と利益の両立を目指す戦略的

活用で企業の活性化、『日経エコロジー』、95-99、日経 BP 社 

同年  9 月 シンポ：中村利雄×ロバート・Ｗ・ライデル×赤池学×加藤喜昭×小川巧記×萩原喜之×藤原豊×阿部

治×本庄孝志×川島直、愛・地球博閉幕 1 周年記念東京シンポジウム持続可能な社会のための“関

係”創造、『朝日新聞（朝刊）』（2006 年 9 月 30 日） 

2007 年 2 月 シンポ：宮脇昭×阿部治×金光謙一郎×渡辺俊幸×井上美佐江、学校にいのちの森を、『毎日新聞（朝

刊）』（2007 年 2 月 27 日） 

同年  3 月 座談会：阿部治×広瀬敏道×鹿熊勤×西村仁志×岡島成行×辻英之、持続ア能な開発のための教育

（ESD）とは何か、『異文化コミュニケーション論集』5、25-27、立教大学大学院異文化コミュニケーシ

ョン研究科 

2007 年 11 月 対談：阿部治×白石真澄、環境教育がつくる持続可能な社会、『GLOBAL EDGE』11、4-9、電源開

発株式会社 

2008 年 3 月 対談：阿部治×川嶋直、10 周年記念座談会、『ワンダーシップ航海記～都市型環境教育への挑戦～』、
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31‐33、東京ガス環境エネルギー館 

2009 年 12 月 座談会：阿部治×瀬田信哉×高野孝子、雪のある風景より、『GREEN LETTER』、20-23、公益信託

フジフィルムグリーンファンド 

2010 年 3 月 座談会：阿部治×結城登美雄×河野和義×吉本哲郎、『地元学から学ぶ』、立教大学 ESD 研究センター 

2012 年 3 月 座談会：阿部治×田中治彦×名執芳博、アジア太平洋の ESD ネットワーク、阿部治・田中治彦編『アジ

ア太平洋地域の ESD』、11-62、明石書店 

2013 年 10 月 対談：阿部治×笹谷秀光、社会と環境を考え行動する「人づくり」が求められている、『伊藤園 お茶に

まつわる７つのストーリー』、31-32、伊藤園 

2014 年 3 月 シンポ：アンワー・ガリブ・アルサイード×パク・ウンギョン×阿部治×三隅佳子、持続可能なライフスタイ

ルの推進に向けて ESD はなにができるのか～地域社会のエンパワーメントを基に～、第 6 回アジア太

平洋 RCE 地域会議開催記念シンポジウム報告書、RCE 北九州 

同年  4 月 座談会：財部能成×阿部治×糸長浩司、鼎談「学びの共同体」をめざして、『BIO City』58、72-76、

ブックエンド 

2015 年 3 月 対談：阿部治×高野之夫、池袋学：高野之夫豊島区長を迎えて、『池袋学講演録 2014 年度』、

pp.103-108、立教大学 ESD 研究所 

同年 12 月 シンポ：イ・ジェヨン×スタファン・スヴァンバーグ×エィミー・カッター・マッケンジー×佐藤学×阿部治、

「持続可能性」教育は世界の潮流、『読売新聞（夕刊）』（2015 年 12 月 22 日） 

2016 年 3 月 座談会：阿部治×木曽功×新海洋子×長澤恵美子×早瀬昇×湯本浩之、「ESD の 10 年」を振り返っ

て、『市民社会からの挑戦‐ESD 推進 12 年間の軌跡』、ESD-J 

2017 年 3 月 シンポ：阿部治×ブロンウィン・ヘイワード×カール・ベンクス×安藤俊彦、グローバリゼーションと地域、

国際シンポジウム報告書『グローバリゼーションと地域』、ECOPLUS 

2018 年 2 月 シンポ：阿部治×宮下純一×石井徹×高木晶弘×藤野純一×堅達京子、サステナビリティをレガシー

に！、『グローバルネット』327、2-9、地球・人間環境フォーラム 

同年  3 月 対談：阿部治×阿部健一、地球研ならではの「環境教育」RIHN メソッドをめざして、『Humanity 

&Nature』71、6-11、総合地球環境学研究所 

同年  8 月 座談会：阿部治×石井徹尚×松本大地、ESD を通じて次の学園の学びを見つめる、『季刊もりのあと』

22、6-10、自由の森学園中学校・高等学校 

同年  8 月 鼎談：阿部治×三好徳和×鈴木克徳、ＥＳＤへの高等教育機関の貢献について（第 10 回ＨＥＳＤフォー

ラム、於、北海道大学）、『ESD 研究』1（1）、pp.26-31、日本 ESD 学会 

2020 年 10 月 シンポ：阿部治×竹山史朗×百瀬則子×加藤孝一×深田裕康、SDGs 時代における企業による地域創

生の現状と課題、『RIKKYO ESD JOURNAL』5、pp.12-25、立教大学 ESD 研究所 

 

【新聞寄稿・インタビュー・コメント等】 

1988 年 11 月 23 日 環境教育を問う 清里フォーラムからの報告（下）、山梨日日新聞 

1989 年５月 21 日 自然との関係を広い視野で 埼玉大に「環境教育論」講座、毎日新聞（埼玉版） 
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同年 10 月 13 日 ユニークな“ゴミ学”、埼玉新聞 

同年 11 月 10 日 埼大で環境問題シンポ、埼玉新聞 

同年 11 月 14 日 環境教育 日本に合うシステム探る、読売新聞（夕刊） 

1990 年 5 月 13 日 環境教育って何だ 見沼の公園プラン発表、朝日新聞（朝刊） 

同年  5 月 13 日 見沼の自然と市民の声生かせ 浦和でシンポ、産経新聞 

同年  5 月 15 日 こんな公園ほしい‼「環境教育実践の場」に、埼玉新聞 

同年  8 月 10 日 環境教育専門家育成に大学講座の拡充を、読売新聞（朝刊）『論点』 

1991 年 1 月 1 日 環境教育”日本型“めざせ、『教育医事新聞』1991 年 1 月 1 日 

同年  6 月 23 日 （インタビュー）ヒト・ひと・人：環境教育 “日本型”めざせ、教育医事新聞 

同年 10 月 6 日 （インタビュー）この人に聞く：地球規模の視野を持つ人を育成、公明新聞（朝刊） 

同年  6 月 25 日 ヒト・ひと・人：環境教育”日本型“めざせ、教育医事新聞 

同年 12 月 26 日 環境対策を PR 埼玉県 副読本などを作成、日本経済新聞（朝刊） 

同年 （インタビュー）環境教育 NOW 第 3 部ルートを探る⑤指導者：日本環境教育学会事務局長

阿部治さん、茨城新聞 

1992 年 6 月 2 日 ECO‘92 地球サミット「グローバル・フォーラム」リオを包む市民の熱気、読売新聞（朝刊） 

1993 年 3 月 31 日 自然と共生－新たな価値観、信濃毎日新聞（朝刊） 

同年  5 月 10 日 自然と人間の”通訳“に、信濃毎日新聞（朝刊） 

同年  5 月 17 日 「自然」に驚く感性を 環境教育をテーマに講演、信濃毎日新聞（朝刊） 

1994 年 6 月 8 日 人々の視野を広げる環境教育、環境新聞『論調』 

同年  6 月 18 日 子ども達に豊かな自然を、日本教育新聞埼玉県版『随想』 

同年  9 月 21 日 環境教育と生活科⑤学生に意識改革訴え、読売新聞（夕刊） 

同年 11 月 19 日 ひずみを正す環境教育 地域のアジェンダ 21 を、教育家庭新聞『人・仕事・人生』 

1996 年 6 月 5 日 環境教育を考える―オーストラリアから、読売新聞（朝刊） 

1997 年 12 月 2 日 KYOTO 通信：日本の NGO 堂々ホスト役、読売新聞（朝刊） 

2000 年 8 月 12 日 「見直そう 自然の教育力」、日本経済新聞（夕刊）『生活家庭欄』 

2001 年 2 月 19 日 環境教育のカリキュラム研究 牛久「総合的な学習の時間」に備え、茨城新聞 

同年  6 月 27 日 自然と環境はすべてに関連、埼玉新聞 

2004 年 11 月 11 日 丸子町温泉郷の「内村っ娘の会」若者の視点で地域づくり 立教大生が調査、続々提言、東

信ジャーナル 

同年 12 月 20 日 教員に環境教育の知見伝授、教育新聞 

2005 年 2 月 2 日 「持続可能な社会『教育の 10 年』官民で推進を」、読売新聞（朝刊）『論点』 

同年  5 月 24 日 「活動を世界へ発信『育て地球市民 プロジェクトに寄せて』」、山陽新聞（朝刊） 

同年  6 月 20 日 学びのひろば：「ESD の 10 年」スタート 岡山で円卓会議、ESD-J 阿部代表理事講演、山

陽新聞（朝刊）『教育』 

同年  9 月 6 日 環境の話 熱心に、東海新報 
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同年  9 月 6 日 アジアの国々と環境教育交流を、岩手日報 

同年  9 月 9 日 持続可能な未来のための学習、週間読書人『（出版メモ） 

同年 12 月 14 日 池袋にツタの名所？ 立教大から西口公園に移植、豊島新聞 

2006 年１月 23 日 （インタビュー）特集：日本の環境教育 環境教育と ESD の「今」を探る、日本教育新聞 

同年  2 月 6 日 （インタビュー）「国連「持続可能な開発のための教育」とは？」、東京新聞（朝刊）『暮らし欄』 

同年  8 月 10 日 「持続可能な開発のために、想像力と創造力で関係性を学ぶ」、日本教育新聞『提言〈上〉』 

同年  9 月 7 日 「教育の 10 年の具体化に向けて、既存の教育プログラムの再構築を」、日本教育新聞『提言〈中〉』 

同年 10 月 5 日 「ESD の推進に向けて、日本の実践を海外に発信しよう」、日本教育新聞『提言〈下〉』 

2007 年 8 月 18 日 川の恵み(5) 遊んで学ぶ 水辺は学校、読売新聞(朝刊) 

同年  7 月 31 日 （インタビュー）環境教育学会 10 月に国際会議「環境教育」研究者に聞く、日刊工業新聞 

同年  9 月 3 日 未来に残す地域の価値観、大分合同新聞（朝刊）『文化欄』 

2008 年 1 月 24 日 「大学に環境教育・ESD センターを」、フジサンケイビジネスアイ『I’s eye』 

同年  2 月 18 日 ESD-J 幅広い環境教育を推進、毎日新聞(朝刊) 

同年  6 月 4 日 ESD-J 阿部代表理事に聞く、教育学術新聞 

同年  7 月 15 日 環境教育への期待 持続可能な社会実現、河北新報（気仙沼地域版） 

2009 年 7 月 11 日 「環境」先生は会社員 広がる企業の出前授業、読売新聞（朝刊） 

同年 12 月 1 日 未来をつくる教育 ESD 事例報告、中日新聞（朝刊） 

2010 年 1 月 4・11 日 地球温暖化「つなぐ」「見える化」がキーワード、日本教育新聞 

同年  3 月 30 日 年配者の意識改革が必要、南海日日新聞 

同年  3 月 30 日 地域の理解 必要不可欠、奄美新聞 

同年  5 月 26 日 自然体験通し人材育成、琉球新報 

同年  6 月 13 日 校庭結びチョウの道、朝日新聞（朝刊）『教育欄』 

同年 11 月 1 日 「ESD の 10 年・地球市民会議 2010」での基調講演と対話、日本経済新聞（夕刊） 

同年 12 月 17 日 ESD の 10 年・地球市民会議 2010、朝日新聞（夕刊） 

2011 年 6 月 29 日 地域に眠る資源活用を、静岡新聞 

同年  6 月 30 日 地域資源に付加価値を、伊豆新聞 

2012 年 10 月 28 日 教えて！〈ESD〉って一体何ですか？、朝日新聞（朝刊） 

同年 11 月 3 日 ESD で社会に希望を、山陽新聞 

同年 11 月 5 日 2014、名古屋で ESD ユネスコ世界会議、中日新聞（朝刊） 

同年 12 月 29 日 ESD の 10 年・地球市民会議 2012、朝日新聞（朝刊） 

2013 年 8 月 21 日 蝶の道プロジェクト、豊島新聞 

2014 年 5 月 29 日 ESD で社会から信頼、中日新聞（朝刊） 

同年 11 月 3 日 （インタビュー）地域ぐるみで学習 日本の経験発信を（阿部治・立教大教授に聞く）、朝日新

聞（朝刊） 

同年 11 月 4 日 公害教訓に街づくり、読売新聞（朝刊） 
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同年 11 月 8 日 原発の負の面 記述なし 政府文書に専門家指摘、朝日新聞（朝刊） 

2015 年 7 月 31 日 ESD で新たな学びを、都政新報 

同年 11 月 20 日 ESD が切り開く地域と世界、都政新報 

同年  ２月８日 「幸福感の総量」の大きい場所に人吸い寄せられる、日刊ゲンダイ『週刊読書日記』』 

2016 年 1 月 1 日 「地方創生」の狙いは敗者自治体の淘汰、日刊ゲンダイ『厳選 15 冊で 2016 年を先読み』 

同年  4 月 26 日 東京タヌキどこへ、朝日新聞（夕刊）『eco 活プラス』 

同年  7 月 1 日 地域活性化 担い手育成へ、長崎新聞(朝刊) 

同年 10 月 26 日 地域創生担う人材育成を、北海道新聞（朝刊） 

同年 10 月 26 日 ESD で人材育成、地方創生、釧路新聞 

同年 11 月 15 日 人材育成で地域創生、伊豆新聞 

同年 11 月 15 日 人材人口減解決へ協定、静岡新聞 

同年 11 月 15 日 地域の担い手育成で覚書、読売新聞 

2017 年 6 月 10 日 ESD で地方創生、釧路新聞 

同年  6 月 10 日 地域創生 学校と一体で、北海道新聞 

同年  6 月 22 日 「地域創生は『ビーパル』世代に魅力的なはず。こんな面白いことを若者だけにやらせておく

手はありません」、日刊ゲンダイ『著者インタビィー』 

同年 夏季号 （インタビュー）持続可能な社会は人材育成から～立教大学 ESD 研究所長阿部治氏～ 、

環境市場新聞、49 

同年 12 月 15 日 南アのの自然 教育に活用、中日新聞 

同年 12 月 17 日 資源生かし特色ある教育を、南信州新聞  

2018 年 3 月 14 日 「持続可能性」を五輪の目標に、THE SHAKAI SHIMPO 

同年 12 月 14 日 縄文の力 現代に生かす、新潟日報 

2019 年 3 月 15 日 「持続可能な社会」考える力を、読売新聞（朝刊）『暮らし教育欄』 

2020 年 3 月 24 日 行政主導の開発に待ったをかけた貴重な記録、日刊ゲンダイ『週刊読書日記』』 

2021 年 11 月 11 日 気候変動「どう教えれば」、日本経済新聞（朝刊） 

同年 11 月 12 日 学校教育の SDGs（下）「コーディネーター」配置を、都政新報 

同年 11 月 16 日 都内自治体の SDGs 当事者として取り組めるか、都政新報『視点』 

 

【テレビ出演】 

1991 年 8 月 25 日 「地球を守る近道は？～環境学習～」、『かながわトーク＆トーク』、テレビ神奈川 

1992 年 3 月 27 日 「教師のための徹底 Q＆A 環境教育-中学校」、NHK 教育テレビ 

同年  5 月 22 日 「地域で、家で、学校でどう教える？環境教育」『くらしのジャーナル』、NHK 総合テレビ 

1993 年 4 月 「環境教育」『世界の教育』、放送大学学園 

1994 年 11 月 19 日 「僕たちの環境保全-今、環境教育は」『もっと知りたい日本』、テレビ東京 

1997 年 11 月 29 日 「いきいきスクール‘97 時の話題～環境教育」、テレビ埼玉 
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1998 年 4 月 「地球環境と教育」、『世界の教育』、放送大学学園 

1996 年 10 月 20 日 「僕らは街の環境調査隊」『さわやかニッポン』、日本テレビ 

2001 年 9 月 29 日 「クイズでわかる！楽しくできる！快適エコ Q」『TEAM ECO 自然派宣言特別番組』、新潟

テレビ 21 

2002 年 2 月 「環境教育をどう深めるか①NGO が支える環境学習」『“教育トウディ”環境教育』、NHK 教

育テレビ 

同年  2 月 「環境教育をどう深めるか②学校版環境 ISO」『“教育トウディ”環境教育』、NHK 教育テレ

ビ 

2003 年 11 月 3 日 「日のあたる教室－高木美保が見たイギリス流環境教育」、新潟テレビ 21 

2009 年 4 月 22 日 「環境再生が日本を救う」『BS フジ PRIME NEWS』、フジテレビ 

2014 年 10 月 「日本が世界をリードする取組 地球と地域の未来をつくる ESD ってなに？」、内閣官房及

び内閣府オフィシャルサイト 政府インターネットテレビ 

  


